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平成29年第1回北海道議会予算特別委員会[第２分科会・建設部所管］開催状況

開催年月日 平成２９年３月１５日（水）
質 問 者 日本共産党 菊地 葉子 委員
担当部課 建設部まちづくり局都市環境課

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

四 下水道業務継続計画（下水道ＢＣＰ）について
下水道業務の継続計画についてお伺いいたします。
東日本大震災から６年が経過しました。また、熊本地
震でも、下水道の施設が大きな被害を受けて、住民の暮
らしに大変な影響を与えました。
そういった過去の大規模地震災害の教訓から、下水道
機能の維持・回復のための対策を、平常時から策定して
おくことが大変重要だと考え、以下質問させていただき
ます。

（一）道内における過去の下水道被害について ○公園下水道担当課長 越智 通浩
北海道を襲った過去の地震で、道内の下水道施設が大 過去の下水道施設被害についてでありますが、平成５年
きな被害を受けた事例、また、その被害状況についてお １月の釧路沖地震では、釧路市など１市５町で、同年１１
伺いいたします。 月の南西沖地震では、長万部町まど２市３町で、平成６年

１０月の東方沖地震では、標津町など２市６町で、さらに、
平成１５年９月の十勝沖地震では、豊頃町など１市９町で、
下水道施設被害が発生したところでございます。
被害の内容といたしましては、液状化現象が原因となっ
たマンホールの浮上や管路の蛇行や破損などが発生したほ
か、処理場・ポンプ場でも被害を受けるなど、道民生活に
大きな影響を与えたところでございます。

（二）下水道ＢＣＰの策定状況について ○公園下水道担当課長 越智 通浩
「日本下水道新技術機構」というところがありまして、 下水道ＢＣＰの策定状況についてでありますが、国土交
昨年１０月、「熊本地震における下水道ＢＣＰの有効性と 通省では、大震災への備えとして、各自治体の下水道ＢＣ
課題に関する調査」という報告書をとりまとめておりま Ｐが早期に策定されるよう、段階的な策定手法を提案して
す。その中で、６割の自治体が、下水道ＢＣＰに基づき おり、まず、地震災害時における連絡体制の確立などの初
「行動した」と回答しています。事前の計画策定の有効 動対応や暫定的な機能確保の方策などを定めた、簡易な下
性が示された事例だと考えます。国交省は下水道ＢＣＰ 水道ＢＣＰを平成２７年度中に策定し、引き続き、詳細な
の策定をどのように位置づけているのか。また、道内の 被害想定や発災後の業務量の検討など必要な項目を網羅し
自治体の下水道ＢＣＰの策定状況、道が市町村といっし た下水道ＢＣＰの策定を求めているところでございます。
ょに運営している３つの流域下水道の策定状況はどのよ 簡易な下水道ＢＣＰは、下水道事業に着手している全１
うになっているのかお伺いいたします。 ５１自治体及び３つの流域下水道で平成２７年度末までに

策定済みとなっており、必要な項目を網羅した下水道ＢＣ
Ｐについては、今年度末までに１４６自治体及び３つの流
域下水道で策定される見込みであり、残り５自治体は、平
成２９年度中に策定する予定となっているところでござい
ます。

（三）連携・協力のあり方について ○まちづくり局長 本多 弘幸
下水道ＢＣＰの策定は概ね順調に進んでいるようです 連携・協力のあり方についてでありますが、民間事業者
が、連携・協力のあり方についてもお伺いしていきたい との連携につきましては、道では、北海道建設業協会や北
と思います。こうした災害復旧には人手がいくらあって 海道測量設計業協会などと災害時における協定を締結し、
も足りないという状況にあると思いますが、それでも限 災害応急対策に係る体制を確保しているところでございま
られた人的資源の中で、他の自治体や民間事業者との協 す。
定が有効とされています。各地の自治体相互や民間との 自治体相互の下水道に関する連携につきましては、釧路沖地
協定、また、大規模災害により近隣自治体間の協定が機 震などで大きな被災を受けたことを契機といたしまして、被災した
能しないことを想定した広域の協定の状況はどうなって 自治体のみでの対応が困難な場合に備え、円滑な支援活動を
いるのか。また、広域行政を担う道は、どのような役割 行うことを目的として、平成８年度に道と札幌市ほか１４
を果たしていくのかお伺いしたいと思います。 市及び日本下水道事業団で構成する「北海道下水道災害対策

会議」を設置したところでございます。
当会議では、平素から災害時の広域的な支援方法の検討や
訓練などを実施し、被災時には道が中心となり、現地支援
を行うこととしており、東日本大震災では各構成市などと
調整を図り、人的支援を行ったところでございます。

（四）電源・燃料の確保について ○公園下水道担当課長 越智通浩
熊本地震ではですね、一部の自治体で長時間、停電し 電源・燃料の確保についてでありますが、道が管理する
ました。停電によって施設が機能しなくなることを避け 下水処理場では、非常用自家発電機を設置しており、外部から
るためにも、道が運営にかかわる３つの流域下水道の非 の商用電源が停止した場合は、自動的に切り替え運転を行うこと
常用の電源、また燃料の確保体制はどのようになってい により、施設の機能継続を確保しているところであり、各処理場で
るのかお伺いします。 は非常用燃料を保有しているとともに、北海道石油業共同

組合連合会と協定に基づく燃料供給体制を確保していると
ころでございます。
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（五）下水道ＢＣＰの実効性を高める取り組みについて ○建設部長 名取 哲哉
さきほどお話しました「機構」の調査報告書では、「訓 実効性を高める取り組みについてでありますが、下水道
練を行ったことで行動すべきことが判断できた」など、 は、道民生活にとって不可欠なライフラインであり、災害
下水道ＢＣＰに基づく訓練が役に立ったと指摘されてい 時における機能の確保に万全を期す必要がありますことか
ます。訓練の実施を始め、下水道ＢＣＰの実効性を高め ら、初動対応を確実に実行するため、道はもとより、各下水
るために、下水道事業者である市町村及び広域行政を担 道事業者において訓練の実施や下水道ＢＣＰの定期的な点検・
う道は、どのような方策を講じていくのかそのお考えに 見直しが必要と考えております。
ついて伺います。 道といたしましては、市町村に対して、あらゆる機会を通じて、

ＰＤＣＡサイクルによる計画の見直しを促すとともに、先進的な
事例を情報提供するなど、道民の方々の安全、安心の確保
に向けて、取り組んでまいる考えでございます。

災害が起きた時に、まず飲み水を確保するというのが
大変急がれることではありますけれども、下水道に関し
ては、本当に切実になってくるのが一日、二日とか、も
っと後になって出てくる問題となってくると伺ってます。
そういう意味では、こういう継続計画をしっかり持って
いる、なおかつ実効性を高めるための日々の努力によっ
て、減災、災害に備えた対策をですね、少なくしていく
ことが大変有効的であると考えておりますので、引き続
きこの視点での取組をお願い申し上げまして、質問を終
わらせていただきたいと思います。


